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51.2 18.2 9.0 0.5 7.6 4.7 7.6 1.3

50.9 23.8 9.1 0.4 6.0 3.0 5.3 1.5

1～9人 46.4 21.7 8.7 5.8 4.3 11.6 1.4
大阪府 10～29人 54.8 21.4 10.7 6.0 3.6 1.2 2.4

事業所規模 30～99人 53.2 24.1 8.9 1.3 5.1 1.3 6.3

100～300人 45.5 33.3 6.1 9.1 3.0 3.0

食料品 33.3 33.3 33.3
繊維工業 58.8 11.8 11.8 11.8 5.9

木材・木製品 36.4 18.2 27.3 9.1 9.1
大阪府 印刷・同関連 66.7 16.7 8.3 8.3

製造業 窯業・土石 57.1 28.6 14.3
化学工業 55.6 33.3 11.1

金属、同製品 64.4 13.3 8.9 4.4 4.4 2.2 2.2
機械器具 50.0 25.0 12.5 12.5
その他 54.1 24.3 16.2 5.4

計 57.0 17.4 13.4 0.7 2.7 4.0 2.7 2.0

情報通信業 100.0
運輸業 20.0 40.0 20.0 20.0

大阪府 建設業 34.1 39.0 2.4 12.2 12.2
非製造業 卸・小売業 52.5 30.5 1.7 6.8 1.7 6.8

サービス業 30.0 30.0 20.0 10.0 10.0
計 43.1 31.9 3.4 10.3 1.7 8.6 0.9

価格転嫁状況（事業所規模・業種別）

対応未定（%） その他  （%）
規模・業種

全国平均

実施状況 価格引上げ（転嫁）を実

現した（%）

（空欄は該当回答データなし）

大阪府平均

価格転嫁は実現しなかっ

た（%）

価格転嫁はしていない

（価格変動の影響はな

い）（%）

価格を引き下げた（また

はその予定）（%）

これから価格引上げの交

渉を行う（%）
価格引上げの交渉中（%）

 

 

 
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3. 原材料・人件費等の価格転嫁の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68.7 58.0 30.2 1.5

72.3 55.4 37.3 2.4

1～9人 90.0 65.0 25.0

大阪府 10～29人 68.0 52.0 48.0

事業所規模 30～99人 64.0 52.0 32.0 8.0
100～300人 69.2 53.8 46.2

食料品 100.0
繊維工業 75.0 100.0 50.0

木材・木製品 100.0 80.0 60.0
印刷・同関連 100.0 33.3

大阪府 窯業・土石 100.0 50.0

製造業 化学工業 75.0 50.0 25.0
金属、同製品 90.0 60.0 30.0

機械器具 50.0 50.0
その他 80.0 53.3 26.7 6.7

計 84.8 56.5 30.4 2.2

情報通信業

運輸業

大阪府 建設業 66.7 86.7 33.3

非製造業 卸・小売業 52.9 29.4 52.9 5.9
サービス業 40.0 40.0 60.0

計 56.8 54.1 45.9 2.7

原材料、人件費等の価格転嫁状況（複数回答）（事業所規模・業種別）

（空欄は該当回答データなし）

規模・業種

全国平均

大阪府平均

改定内容 原材料費分を転

嫁予定 (%)

人件費引上げ分

を転嫁予定(%)

利益確保分を転

嫁予定(%)
その他(%)
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4. 労働時間について 

 

 

月平均残業時間

38時間以下 38時間超40時間未満 40時間 40時間超44時間以下 (h)

20.1 24.5 46.4 8.3 9.8

21.2 30.1 41.6 6.7 9.9

1～9人 23.2 30.4 37.7 8.7 8.0
大阪府 10～29人 25.0 22.6 41.7 9.5 8.9

事業所規模 30～99人 14.6 34.1 46.3 4.9 12.2

100～300人 23.5 38.2 38.2 10.4

食料品 66.7 33.3 13.3
繊維工業 18.8 37.5 31.3 12.5 9.2

木材・木製品 66.7 16.7 16.7 15.1

大阪府 印刷・同関連 16.7 16.7 41.7 25.0 11.4
製造業 窯業・土石 14.3 28.6 57.1 13.3

化学工業 22.2 44.4 33.3 8.1

金属、同製品 17.8 28.9 51.1 2.2 9.2
機械器具 25.0 37.5 25.0 12.5 16.6
その他 16.2 35.1 48.6

計 17.4 34.2 42.3 6.0 10.0

情報通信業 100.0 15.0
運輸業 33.3 66.7 14.4

大阪府 建設業 24.4 19.5 39.0 14.6 10.1
非製造業 卸・小売業 27.4 27.4 41.9 3.2 8.7

サービス業 40.0 20.0 30.0 10.0 12.8
計 25.8 25.0 40.8 7.5 9.8

（空欄は該当回答データなし）

週所定労働時間および月平均残業時間（事業所規模・業種別）

大阪府平均

事業所の割合(%)所定労働時間

規模・業種

全国平均

 

 

 

 
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５.年次有給休の平均取得日数 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

年次平均取得日数

５日未満 ５～１０日未満 １０～１５日未満 １５～２０日未満 ２０日以上 (日)

4.5 38.1 42.2 12.2 3.0 10.0

4.7 35.5 43.4 13.3 3.1 10.2

1～9人 10.8 35.4 40.0 7.7 6.2 9.4

大阪府 10～29人 6.3 36.7 38.0 16.5 2.5 10.2
事業所規模 30～99人 32.9 48.1 16.5 2.5 10.9

100～300人 39.4 51.5 9.1 10.2

食料品 50.0 50.0 14.0
繊維工業 5.9 29.4 41.2 23.5 10.4

木材・木製品 8.3 41.7 33.3 16.7 9.1
大阪府 印刷・同関連 41.7 58.3 9.6
製造業 窯業・土石 16.7 33.3 33.3 16.7 13.5

化学工業 66.7 33.3 13.2
金属、同製品 4.5 34.1 40.9 15.9 4.5 10.7

機械器具 12.5 12.5 62.5 12.5 10.1

その他 2.7 21.6 59.5 13.5 2.7 11.1
計 4.1 27.9 48.3 16.3 3.4 10.8

情報通信業 100.0 12.0
運輸業 33.3 66.7 9.5

大阪府 建設業 8.3 38.9 41.7 5.6 5.6 9.0
非製造業 卸・小売業 3.5 50.9 31.6 14.0 9.6

サービス業 11.1 55.6 22.2 11.1 8.8

計 5.5 45.9 36.7 9.2 2.8 9.4

大阪府平均

（空欄は該当回答データなし）

年次有給休暇取得日数（事業所規模・業種別）

所定労働時間 事業所の割合(%)

規模・業種

全国平均

 

 

 

 
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. 

 

技術系 事務系 技術系 事務系

30.6 46.9 33.5 54.8

35.1 65.4 39.0 72.0

1～9人 22.2 　 1～9人 100.0

大阪府 10～29人 8.3 大阪府 10～29人 33.3 100.0

事業所規模 30～99人 31.8 　 事業所規模 30～99人 41.2 75.0
100～300人 51.9 77.3 100～300人 42.9 71.4

食料品 50.0 食料品 50.0

繊維工業 58.3 50.0 繊維工業 33.3

木材・木製品 100.0 木材・木製品

大阪府 印刷・同関連 100.0 大阪府 印刷・同関連 33.3 66.7

製造業 窯業・土石 　 　 製造業 窯業・土石 　 　
化学工業 33.3 化学工業 80.0 50.0

金属、同製品 41.7 85.7 金属、同製品 25.0 60.0

機械器具 33.3 100.0 機械器具 100.0 75.0

その他 25.0 33.3 その他 45.5 75.0

計 41.4 60.0 計 41.0 57.8

情報通信業 情報通信業 66.7
運輸業 運輸業

大阪府 建設業 22.5 大阪府 建設業

非製造業 卸・小売業 33.3 70.0 非製造業 卸・小売業 33.3 85.4

サービス業 　 100.0 サービス業

計 22.7 72.7 計 35.0 85.4

新規学卒者の採用充足率（卒業学校・事業所規模・業種別）

採用区分

規模・業種

全国平均

大阪府平均

大

学

卒

（空欄は該当回答データなし）

採用区分 充足率（%）

規模・業種

全国平均

大阪府平均

充足率（%）

高

校

卒

 
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７. 新規学卒者の初任給 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

新規学卒者の初任給（卒業学校・事業所規模・業種別）

技術系 事務系

189,667 184,481
195,589 187,294

1～9人 201,000

大阪府 10～29人 190,000

事業所規模 30～99人 199,654
100～300人 193,714 187,294

大阪府製造 計 193,686 189,667

大阪府非製造 計 202,250 184,625
223,965 220,961

229,121 231,533

1～9人
大阪府 10～29人 240,000 207,493

事業所規模 30～99人 242,955 247,903

100～300人 221,940 223,513
大阪府製造 計 232,487 224,631

大阪府非製造 計 221,429 235,909

全国平均

大阪府平均

（加重平均値）(空欄は該当回答データなし)

高
校

卒

採用区分 初任給（円）

規模・業種

全国平均
大阪府平均

大

学

卒

 
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８. 賃金改定実施状況 

 

 

55.9 0.3 7.6 14.3 0.6 21.3

65.4 1.1 6.7 11.5 0.4 14.9

1～9人 55.7 10.0 10.0 24.3

大阪府 10～29人 61.9 1.2 6.0 11.9 19.0
事業所規模 30～99人 67.9 2.5 6.2 14.8 1.2 7.4

100～300人 88.2 2.9 5.9 2.9

食料品 100.0
繊維工業 64.7 11.8 11.8 11.8

木材・木製品 58.3 8.3 8.3 25.0
大阪府 印刷・同関連 58.3 33.3 8.3

製造業 窯業・土石 57.1 14.3 28.6
化学工業 77.8 11.1 11.1

金属、同製品 71.7 4.3 17.4 6.5

機械器具 75.0 12.5 12.5
その他 70.3 2.7 2.7 16.2 8.1

計 68.9 1.3 6.6 13.2 9.9

情報通信業 100.0
運輸業 16.7 16.7 66.7

大阪府 建設業 48.8 9.8 12.2 29.3
非製造業 卸・小売業 75.0 1.7 5.0 5.0 1.7 11.7

サービス業 50.0 30.0 20.0
計 61.0 0.8 6.8 9.3 0.8 21.2

賃金改定実施状況（事業所規模・業種別）

実施状況
引上げた 引下げた

今年は実施しない

（凍結）

７月以降

引上げる予定

７月以降

引下げる予定

（空欄は該当回答データなし）

未定
規模・業種

全国平均

大阪府平均

 65.4％・全国 55.9%

 

 
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９.賃金改定の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57.1 29.9 32.0 15.4 11.6

63.5 32.0 23.4 17.3 10.7

1～9人 44.2 27.9 37.2 11.6 9.3

大阪府 10～29人 61.7 23.3 20.0 21.7 13.3
事業所規模 30～99人 65.1 33.3 22.2 22.2 11.1

100～300人 90.3 51.6 12.9 6.5 6.5

食料品 50.0 50.0 100.0
繊維工業 83.3 33.3 33.3 25.0 8.3

木材・木製品 16.7 16.7 83.3 16.7
大阪府 印刷・同関連 28.6 42.9 14.3 14.3 14.3
製造業 窯業・土石 25.0 25.0 25.0 25.0

化学工業 50.0 37.5 50.0 12.5 12.5

金属、同製品 70.7 34.1 9.8 24.4 9.8
機械器具 85.7 14.3 14.3 14.3 14.3
その他 83.9 29.0 19.4 12.9 3.2

計 67.8 29.7 22.9 17.8 11.0

情報通信業 100.0
運輸業 100.0

大阪府 建設業 48.0 52.0 32.0 16.0 8.0

非製造業 卸・小売業 65.9 29.5 18.2 18.2 11.4
サービス業 50.0 25.0 25.0 12.5

計 57.0 35.4 24.1 16.5 10.1

(空欄は該当回答データなし)

賃金改定実施内容（複数回答）（事業所規模・業種別）

臨時給与（夏季・年

末賞与など）の引上

げ規模・業種

全国平均

大阪府平均

実施内容
定期昇給 ベースアップ

基本給の引上げ（定

期昇給制度のない事

業所）

諸手当の改定

引下げる予定

 
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200,000

400,000

令和3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

消費者物価指数との対比

平均所定内賃金 消費者物価指数
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１１. 賃金引上げの推移 

 

 

 

 

  

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

賃金引上げ状況

引上げた 引上げた＋

引上げる予定
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

賃金決定要素

企業の業績 世間相場 賃上げムード

物価の動向 労働力の確保・定着

１２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物価ムード業績 人材

・労働力確保がトップに 

・業績以外の要素が拡大 



14 

 

１３

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

経営上の障害

労働力不足（量の不足） 人材不足（質の不足）

労働力の過剰 人件費の増大

販売不振・受注の減少 光熱費・原材料・仕入品の高騰
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265 135 63 24 1 16 8 14 4

100.0 50.9 23.8 9.1 0.4 6.0 3.0 5.3 1.5

21 9 2 2 3 1 4

100.0 42.9 9.5 9.5 14.3 4.8 19.0

48 23 13 4 1 2 4 1
100.0 47.9 27.1 8.3 2.1 4.2 8.3 2.1

49 27 12 5 2 1 1 1

100.0 55.1 24.5 10.2 4.1 2.0 2.0 2.0

35 19 6 4 3 2 1

100.0 54.3 17.1 11.4 8.6 5.7 2.9

79 42 19 7 1 4 1 5

100.0 53.2 24.1 8.9 1.3 5.1 1.3 6.3
33 15 11 2 3 1 1

100.0 45.5 33.3 6.1 9.1 3.0 3.0

（業種別）
事

業

所

数

価

格

引

上

げ
（

転

嫁
）

を

実

現

し

た

価

格

引

上

げ

の

交

渉

中 こ

れ

か

ら

価

格

引

上

げ

の

交

渉

を

行

う

価

格

を

引

き

下

げ

た

（

ま

た

は

そ

の

予

定
）

価

格

転

嫁

は

し

て

い

な

い
（

価

格

変

動

の

影

響

は

な

い
）

価

格

転

嫁

は

実

現

し

な

か
っ

た

対

応

未

定

そ

の

他

265 135 63 24 1 16 8 14 4

50.9 23.8 9.1 0.4 6.0 3.0 5.3 1.5
　製造業　計 149 57.0 17.4 13.4 0.7 2.7 4.0 2.7 2.0
　　食料品 3 33.3 33.3 33.3
　　繊維工業 17 58.8 11.8 11.8 11.8 5.9
　　木材・木製品 11 36.4 18.2 27.3 9.1 9.1
　　印刷・同関連 12 66.7 16.7 8.3 8.3
　　窯業・土石 7 57.1 28.6 14.3
　　化学工業 9 55.6 33.3 11.1
　　金属、同製品 45 64.4 13.3 8.9 4.4 4.4 2.2 2.2
　　機械器具 8 50.0 25.0 12.5 12.5
　　その他 37 54.1 24.3 16.2 5.4
　非製造業　計 116 43.1 31.9 3.4 10.3 1.7 8.6 0.9
　　情報通信業 1 100.0
　　運輸業 5 20.0 40.0 20.0 20.0
　　建設業 41 34.1 39.0 2.4 12.2 12.2
　　　総合工事業 5 60.0 40.0
　　　職別工事業 17 29.4 52.9 11.8 5.9
　　　設備工事業 19 31.6 26.3 5.3 15.8 21.1
　　卸売業 59 58.0 32.0 2.0 2.0 2.0 4.0
　　小売業 50 22.2 22.2 33.3 22.2
　　サービス業 10 30.0 30.0 20.0 10.0 10.0

(従業員規模別)

対

応

未

定

そ

の

他

価

格

引

上

げ
（

転

嫁
）

を

実

現

し

た

事

業

所

数

大阪府　計

　１～４人

　５～９人

２１～２９人

価

格

転

嫁

は

実

現

し

な

か
っ

た

価

格

転

嫁

は

し

て

い

な

い
（

価

格

変

動

の

影

響

は

な

い
）

価

格

を

引

き

下

げ

た
（

ま

た

は

そ

の

予

定
）

こ

れ

か

ら

価

格

引

上

げ

の

交

渉

を

行

う価

格

引

上

げ

の

交

渉

非

製

造

業

製

造

業

　３０～９９人

　１００～３００人

　１０～２０人

大阪府　

価格転嫁が少

しでもできた

事業所が多い

少ない

従業員規模

が小さいほど

価格転嫁が

できていない



16 

 

１５. 価格転嫁ができている場合の転嫁率 

  

 

 

 

 


